
１　重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　　満期保有目的の債券…償却原価法（定額法）によっている。

（２）固定資産の減価償却の方法

　　　　　定額法によっている。

（３）引当金の計上基準

          賞与引当金…職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する

　　　　

　　　　　退職給付引当金…職員の退職給与に備えるための当期末要支給額に相当する金額を計上

　　している。

（４）リース取引の処理法

　　　　　ファイナンス・リース取引…賃貸借取引に準じている。

（５）消費税等の会計処理

　　　　　消費税等の会計処理は税込み方式によっている。

２　会計方針の変更

３　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及び残高は、次のとおりである。

基本財産

　　　土地

　　　普通預金

　　　投資有価証券

　　　定期預金

特定資産

　　　土地

　　　あかぎ基金投資有価証券

　　　あかぎ基金定期預金

　　　退職給付引当資産

　　　減価償却引当資産

４　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

基本財産

　　　投資有価証券 ( ) ( ) ( )

　　　定期預金 ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

特定資産

　　　土地 ( ) ( ) ( )

　　　あかぎ基金投資有価証券 ( ) ( ) ( )

　　　あかぎ基金定期預金 ( ) ( ) ( )

　　　退職給付引当資産 ( ) ( ) ( )

　　　減価償却引当資産 ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

額を計上している。

01,395,702 1,395,702 0

40,000

8,901,173

15,383,514

      国体選手競技力向上

０００支援事業積立

3,200,000 3,200,000

447,869,828

前年度は「公益法人会計基準」（平成16年10月14日　公益法人等の指導監督等に関する関係省庁連絡会議

申し合わせ）を採用していたが、当年度より「公益法人会計基準」（平成20年4月11日 平成21年10月16日

改正 内閣府公益認定等委員会）を採用している。

0

708,843,525

0

40,000

0

0

0

0

334,259,561

0

109,014,565

0

1,395,702

      国体選手競技力向上

０００支援事業積立

3,200,000 3,200,000 0

0

14,034,613

109,014,565

14,602,100

財務諸表に対する注記財務諸表に対する注記財務諸表に対する注記財務諸表に対する注記

0 1,395,702

14,602,100 0

021,276,014 21,276,014 0

40,000

0

40,000

2,744,603 730,119,539

0

2,853,653 1,177,989,367

319,617,461

61,138

109,050

334,259,561

合　　　計 1,177,989,367 734,715,241

319,617,461

109,014,565

109,014,565

109,014,565

小　　　計 730,119,539 730,119,539

319,617,461

小　　　計 447,869,828 4,595,702

14,602,100 0

708,843,525 708,843,525

0

小　　　計

14,065,570

科　　　　目

536,530

合　　　計

109,050

当期減少額

1,395,702

科　　　　目

小　　　計

前期末残高 当期増加額

76,782

319,725,303 1,208

1,272,119

708,827,881

731,515,241 1,348,901

0

0 1,395,702 0

当期末残高

0

21,276,014

1,272,119

15,644

当期末残高

1,272,11920,019,539

100,113,392

433,944,265

（うち一般正味財産

からの充当額）

（うち指定正味財産

からの充当額）

（うち負債に

対応する額）

1,165,459,506



５　担保に供している資産

担保に供している資産については該当ありません。

６　固定資産の取得価額、減価償却累計及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

車両運搬具

工具器具備品

ソフトウェア

電話加入権

預託金

７　債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債券の当期末残高

債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債券の当期末残高は計上しておりません。

８　保証債務等の偶発債務

保証債務等の偶発債務については該当ありません。

９　満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

国債

　利付国庫債券140回（群銀）

　利付国庫債券260回（群銀）

　利付国庫債券260回（群銀）

　利付国庫債券270回（群銀）

　利付国庫債券270回（群銀）

　利付国庫債券280回（群銀）

　利付国庫債券280回（群銀）

　利付国庫債券284回（群銀）

　利付国庫債券286回（群銀）

　利付国庫債券286回（群銀）

　利付国庫債券289回（群銀）

　利付国庫債券289回（群銀）

　利付国庫債券293回（群銀）

　利付国庫債券293回（群銀）

　利付国庫債券301回（群銀）

　利付国庫債券321回（群銀）

　利付国庫債券329回（群銀）

　利付国庫債券329回（群銀）

　利付国庫債券103回（群銀）

　利付国庫債券141回（三菱UFJ）

県債

　群馬県債4回（三菱UFJ）

　群馬県債5回（群銀）

　群馬県債5回（群銀）

　群馬県債7回（群銀）

　群馬県債9回（群銀）

10,300,000 10,778,950 478,950

7,053,420

977,685

255,360

80,240

18,600,744

251,622

9,804,060

69,451,270

137,137,000

66,145,609

1,126,677,320

13,910

54,137,329 56,842,870

514,140

28,143,720

7,598,100

19,347,720

9,704,550

7,053,420

時　　価

0

6,552,000

63,240

2,462,114

12,768

科　　　　目

合　　　計 3,937,201

帳簿価額 評価損益

18,539,301 14,602,100

合　　　計 1,088,436,986

387,624

18,613,764

746,976

263,376

8,112,240

6,626,664

取得価額

6,968,880

13,910

11,060,251

23,600,000

科　　　　目 減価償却累計額

5,991,195

240,900

242,592

当期末残高

8,598,137

0240,900

18,600,000

12,596,598 12,848,220

130,585,000

21,103,798 22,243,620

551,172

18,663,240

27,592,548

23,680,240

2,705,541

あかぎ

基本財産

23,600,944 24,548,720

23,617,464 23,951,640

9,301,674

9,316,926

7,093,184 7,587,770 494,586

6,636,432

502,386

3,305,661

416,988

あかぎ

334,176

18,877,140

947,776

1,139,822

あかぎ

基本財産

あかぎ

基本財産

あかぎ

基本財産

あかぎ

あかぎ

基本財産

あかぎ

基本財産

あかぎ

基本財産

あかぎ

基本財産

あかぎ

基本財産

基本財産 9,995,100 10,411,000 415,900

209,660,000 10,992,000

退職 59,976,000 60,342,000

38,240,334

426,756

366,000

基本財産 100,000,000 102,170,000 2,170,000

基本財産 216,400,000 220,035,520 3,635,520

退職 198,668,000

7,731,108 8,228,990 497,882



10　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

補助金等の名称 交付者

県補助金 群馬県 0

日体協補助金 日体協

11　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

　　基本財産受取利息

　　受取寄付金

12　関連当事者との取引の内容

関連当事者との取引の内容についは、該当ありません。

13　重要な後発事象

重要な後発事象については、該当ありません。

14  その他

該当ありません。

１　基本財産及び特定資産の明細

財務諸表に対する注記３ 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高のとおりである。

２　引当金の明細

賞与引当金

退職給付引当金

附属明細書附属明細書附属明細書附属明細書

124,764,980

8,559,864 7,732,355 8,559,8647,732,355

目的使用 その他

115,875,807 8,889,173 0

期末残高科目 期首残高 当期増加額

当期減少額

（単位：円）

0

351,591,919

当期増加額

経常収益への振替額

内　　　　容

356,016,819

13,971,505

9,171,505

4,800,000

4,424,900

合　　　計

合　　　計 356,016,819

貸借対照表上

の記載区分

0

0

前期末残高

金　　額

0

4,424,900

当期末残高

351,591,919 －

－0

当期減少額


